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要約
本稿は、東京都B区内のT集合住宅団地における 3つのマンション管理組合を比較調査
する研究作業の一環としてまとめた筆者のふたつめの論文で、管理員業務等を管理会社に
委託している 2つの管理組合-F組合、 T組合ーをとりあげて、事例分析したものである。
具体的には、両組合の理事会の管理行動を比較し、「自立型JI依存型」の両システムを支
えている組織的・社会的条件を明らかにすることを目的としている。管理行動とは、組合
運営の方針や住宅・住環境の維持管理計画、およびその執行活動に関する組合理事会の決
定・選択等といった、組織としての意思決定を指すものとしてとりあげ、考察している。
考察に際し、まず、組合外部の組織である管理会社からの理事会の自立性という観点か
ら、 F組合を自立型、 T組合を依存型と仮定した。理事会と管理会社との関係では、 T組
合が当初の管理会社をそのまま継続しているのに対し、 F組合はこれを他の民間管理会社
に変更したほか、修繕事業の発注に入札方式を広範に採用するなど、両組合の組織戦略が
異なり、前者に比べ相対的に自主性の高い行動をとっているからである。そのうえで、組
合内部における組織としての自律性について次の 2つの側面から仮説を設定し、両組合理
事会の管理行動について検討した。そのひとつは、組合運営における居住者参加の度合い
であり、ふたつは、居住者の満足度・関心度である。
本研究で得られた主な知見は次のとおりである。定性分析の結果、特に組合運営におけ
る居住者参加の度合いについては、 F組合がT組合に比べ相対的に高く、かっ参加の基盤
が広いこと、しかも理事会がその意思決定に際し居住者により開かれた取り組みを実践し
ていることが明らかになった。理事会の管理行動に対する居住者の関心度については、定
量分析の結果、両組合に特段の相違はみとめられないが、居住者の満足度はF組合がT組
合に比べ相対的に高い傾向にある。
以上の知見から、 F組合とT組合とは、ともに管理会社に管理員業務等の管理業務を委
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託しているにもかかわらず、組合外部の組織からの理事会の自立性、および組合内部にお
ける組織としての自律性の程度において注目すべき相違があることが確認された。すなわ
ち、両組合理事会の組織戦略、統治、および組織にみられる特性が、前者にあっては「自
立型」を、後者にあっては「依存型」をそれぞれ維持・継続させている条件を構成してい
るのである。
1.はじめにー仮説の設定
本稿は、管理員業務等のマンション管理業務の
一部を管理会社に委託している 2つのマンション
管理組合をとりあげて事例分析を試みたものであ
る。具体的には、その管理行動の比較考察を通し
て、「自立型管理システムJI依存型管理システムJ
を支える組織的・社会的条件を明らかにすること
を目的としている。
1. 1 問題の所在
マンションの管理に関する法制度的環境は、近
年、関連する行政施策とともに急速に整えられつ
つある。しかしながら、管理組合がおかれている
こうした制度的環境に変化がみられる反面で、住
環境の維持管理の当事者であり、責任主体である
管理組合が、どのような組織的基盤のもとにいか
なる共同管理を行おうとしているのか、その構造
的・機能的特質は十分に解明されてきたとはいい
がたい。
管理組合の組織構造やそれがどのように機能し
ているかが問われてこなかったことには、少なく
とも次のようなマンション管理の現状が影響して
いると考えられる。ひとつには、管理組合は建物
の分譲とともに成立する団体であることである。
ふたつには、多くの管理組合はマンション管理業
務の全部または一部をマンション管理業者(管理
会社)に委託し、派遣されてくる管理員が組合理
事会をサポートするという方式を採用しているこ
とである(注1)。なお、ここでいう管理業務には、
会計事務、出納事務、および維持修繕の企画や調
整といった事務管理業務をはじめとして、清掃業
務や施設管理業務、および管理員業務が含まれて
おり、これらを包括的に委託している組合が多数
を占めている。
もちろん、市場によって提供されるマンション
管理サービスは、住宅・住環境管理における管理
組合の当事者性を否定するものではないし、こう
した専門処理サービスの供給は、管理組合側の人
的・時間的負担を最小限に済ませることを可能に
してきたといえる。とはいえ、居住者にとっての
マンション管理を事実上裁量の余地の少ない領域
にしてきたことも否定できない。つまり、区分所
有という権利形態と住宅の集合性にもかかわらず、
居住者に共同管理の問題が自覚されにくく、管理
組合の意義が重視されてこなかったと考えられる
のである。
他方で、管理組合が多様なかたちで住宅・住環
境管理を展開しつつあることも事実である(注2)。
実際、マンションは、住まい方のルールづくりや
建物の維持といった共同であたらなければならな
い問題を多数抱えている。こうした諸問題は、組
合運営の要である理事会の意思決定を経て、通常、
処理される。したがって、住宅・住環境の維持・
改善に居住者の意向を反映させ、市場から提供さ
れるサービスを適切に活用するためには、居住者
自らが主体'性を持って組合運営にあたることが求
められる。すなわち理事会の意思決定にかかわっ
ていくことがいっそう重要になる(注3)。
しかしながら、組合運営における自己決定・自
己統治といった主体性の度合いは、管理組合がも
っ組織的・社会的条件によって異なると考えられ
る。言い換えれば、こうした見地からマンション
管理システムのあり方が改めて問われなければな
らない。
すでに筆者は、拙稿「マンション管理組合にお
ける管理行動の比較分析J(2002)において組合の、
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業務執行機関である理事会の管理行動に焦点をあ
わせ、若干の考察を試みたところである。考察に
際し、管理組合の組織的性質のなかでも共同管理
に関する自己決定・主体性の程度に注目した。具
体的には、理事会と管理組合外部の組織との関係、
ならびに理事会と居住者との関係における主体性
の度合いという観点から、分析枠組を「自立型管
理システムJ. r依存型管理システム」と設定し
た(注4)。事例には、管理員を自前で採用し、管
理会社に業務を一切委託していない組合 (S組合)
と、管理会社に管理員業務等の基本業務を委託し
ている組合 (T組合)を取りあげ、前者を「自立
型」、後者を「依存型」と類型化し、両者の比較考
察を行った(注5)。
こうした分析枠組のもとに、 2つの管理組合に
おける理事会の管理行動について、両組合の組織
特性と管理行動に対する居住者の満足度・関心度
を比較分析し、「自立型J. r依存型」の両システ
ムの特性を以下のように明らかにした。すなわち、
「自立型」における理事会は、「依存型Jに比べて、
分権性、柔軟性、専門性の高い組織構造をもって
いること、居住者の満足度も「依存型」に属する
居住者よりも高い傾向にあること、ただし、総会
への参加の度合いは必ずしも高くはないこと、と
いった点である。
しかしながら、管理組合の主体性の度合いは、
管理会社と業務委託契約をしているか否か、ある
いは管理会社やその派遣する管理員に依存してい
るか否かといった管理形態の相違に注目するだけ
では必ずしも十分でない(注6)。管理組合の構造
的・機能的性質は、組合の外部組織から影響を受
けているが、組合の中核的組織である理事会の働
きによって変化すると考えられるからである。言
い換えれば、管理会社と業務委託契約をしている
複数の事例の比較分析が不可欠であり、具体的に
は、理事会の管理行動の相違にまで掘り下げた分
析が求められる。以下、「自立型」 ・「依存型J両
システムを支える組織的・社会的条件は何か、そ
の分析をすすめることとする O
1. 2 仮説の設定
本稿の分析対象は、東京都B区所在の 3つの管
理組合によって構成される分譲集合住宅団地(以
下 rT集合住宅団地」という。)のなかのF組合と
T組合である。両組合は、ともに管理員業務等の
基本業務の一部を管理会社に委託する一部委託方
式と呼ばれる管理形態を採用している。この意味
で両組合は、先に「自立型」の事例として紹介し
たS組合と異なり、管理会杜への委託というかた
ちで外部組織との関係をもち、これによって管理
行動が制約されている事例である。
では、このような一部委託方式をとる管理組合
であるF組合とT組合とでは、理事会と組合外部
との関係に違いはみられるのだろうか。その場合、
組合内部における理事会と居住者との関係はどう
であろうか。
本稿では、いずれも一部委託方式の管理形態を
採り、かつ組合外部との関係、すなわち管理会社
からの自立性の程度が異なるとみられる 2つの組
合理事会の管理行動を比較検討する。そこで、そ
れぞれの組合の特性を明らかにするとともに、「自
立型jと「依存型」両システムを支える組織的・
社会的条件を検討することを目的とする。その際、
組合内部の自律性については、理事会と居住者と
の関係に着目し、次の 2つの側面から分析を試み
る。すなわち、 1)組合運営への居住者参加の度
合い、 2)理事会の管理行動に対する居住者の満
足度・関心度がそれで、ある。
具体的な考察にあたっては、以下の二つの仮説
をたて、これを検証することとしたい。
(I)両組合のうち、自立型と仮定したF組合では、
管理行動への居住者(理事会役員含む)の参
加の度合いが、依存型と仮定したT組合に比
べて高いのではないか。
(2)前者においては、理事会の管理行動に対する
居住者の満足度・関心度が後者に比較して相
対的に高い値を示すのではないか。
ここでの管理行動とは、組合運営の方針や住
宅・住環境の維持管理計画、およびその執行活動
に関する組合理事会の決定・選択等といった、組
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織としての意思決定を指すものとしてとりあげる。
2.分析の対象と検証の方法
具体的な分析に先立つて、事例とする 2つの管
理組合の概要、および理事会の組織戦略の違いを
明らかにし、仮説を検証するための方法を提示す
ることとする。
2. 1 分析対象の概要
表 1は、両親合の管理する集合住宅の概要と毎
月各住戸が支払う維持管理費用を示している。両
組合はそれぞれT集合住宅団地の一部を構成して
いる。同団地は、 1972年に日本住宅公団によって
開発された都内有数の大規模団地であり、築後初
年余を経た改修期を迎えている大規模マンション
の代表例のひとつである(注7)。
両組合の管理するマンションには、建築形態に
次のような相違点がみとめられる。 F組合は、単
棟型管理組合で、 T組合は団地型、全8棟から構
成されている。アクセス方式は、前者が片廊下型、
後者が階段室型で、これに伴ってエレベーター設
置台数はT組合の方がかなり多くなっている。ま
た、全体の敷地面積はT組合の方が広い。各住戸
の専有面積については、 F組合の 3K型と T組合
の3DK型はほぼ同じである。しかし、 T組合は 3
DK型の他に3LDK型が約270戸あり、この型に限っ
ていえばF組合よりも若干広い。両組合とも組合
費は 8千円で同額であるが、修繕積立金や駐車料
金は表1のとおり両組合で異なっている。
他方で、両組合の管理するマンションには、開
発主体が同じで、分譲時期もほぼ同一であること、
高層棟であるといった共通点もみられる。また、
敷地が隣り合わせであるという共通した立地条件
を備えている。したがって、以上に述べた諸前提
のもと、両組合を「自立型」・「依存型」という
管理システムの相違に着目して比較分析すること
によって、組合の自主的運営の条件を明らかにし
たい。
次節では、両組合を管理会社との関係からその
特質を明らかにするよう試みる。たしかに、管理
会社と業務委託契約を交わしている点において、
両組合は一部委託方式の管理形態をともに採用し
ている。しかし実際には、組合外部の組織である
管理会社や専門業者といった受託会社に対して理
事会が果たす機能は、以下に述べるように両組合
で異なっている。
2. 2 理事会の組織戦略と管理会社
ここでは、両組合の組織運営のなかでも、特に
表2に示した理事会と管理会社との関係にみられ
る特徴を捉えることにしたい。これによって、 F
表 1 両組合が管理するマンションの建築形態と維持管理費
F組合 T紐合
開発主体 日本住宅公団
集A 
分譲時期 昭和47年(1972)
分譲戸数 437戸(単棟型) 676戸(団地型)
住宅 階数 14階建 11階建
の アクセス方式 片廊下型 階段室型
態形 エレベーター 6基 32基
駐車場 119台 162台
部屋タイプ 3K 3DK (407戸 13LDK(26~戸)
専有面積 (1戸) 56.54m' 55.83m' 64.35m之
敷地面積 14，024ぽ 30，218m' 
震管理組合費 (1戸) 8，000円 8，000円修繕積立金 u戸) 15，000円 10，000円
駐車場料金 (1台) 15，000円 20，000円
.F、T雨組合の議案書および広報紙をもとに作成した。平成12年度調査時点のデータである。
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表2 両組合と受託会社との凋係
F組合 T組合
管理人 民間管理会社と契約 ]Sと契約
事務管理 理事会+管理会社 理事会+]S
社受託会
清掃 管理会社と契約 ]Sと契約
給水施設 管理会社と契約 ]Sと契約
と エレベーター 専門業者と契約 専門業者と契約
の 経常修繕 専門業者と契約(入札) ]Sと契約
係関 大規模修繕、改良 専門業者と契約(入札) 専門業者と契約(入札)
分譲時の管理会社 H7年度におから
現在も]Sと契約]Sとの関係 民間管理会社に変更
'F、T両組合の議案書および広報紙をもとに作成した。平成12年度調査時点のデータである。
組合を「自立型j、T組合を「依存型」と類型化し
て分析を進めることの妥当性を検討し、理事会と
居住者との関係にかかわる前記した仮説の検証へ
の足掛かりとしたい。
まず、 F組合は、すでに管理会社を変更してい
る点に注目することができる。 F組合は、分譲当時
から継続していた日本総合住生活株式会社(以下
IJsJという。分譲当時は前身である団地サービス
株式会社といった。)との業務委託契約を平成 6年
度末に解除している。その後、新たに民間管理会社
に業務を委託しなおしており、調査時点においても
この民間管理会社との契約を継続していた(注8)。
こうしたF組合理事会の新管理会社選択の背景
には、管理費の縮減・経済合理性の追求(注9) 
と併せ、外部組織からの専門性の調達に関する基
本的な方針の決定行為にも、あえて積極的・主体
的にかかわろうとする自立に向けた戦略が採用さ
れているとみることができる(注10)。この自立戦
略を採用した結果、理事会の管理行動にも変化が
生じている。例えば、維持管理に不可欠な工事・
事業の発注方法については、次のような変化がみ
られる。
F組合では、 JSに委託をしていた平成6年度ま
では、ほぼすべての工事・事業をJSに一任してい
た。その後、管理会社を変更してからは、理事会
は組合事務所にB区を中心とした登録業者のリス
トを準備し、維持修繕の企画や調整を始めるよう
になった。金画や調整作業では、組合役員経験者
で構成された環境整備対策検討委員会の建築や法
律の専門知識をもっ居住者の協力を得ている。こ
のリストをもとに、小規模工事については、通常
2-3杜による指名競争入札が行われる。また、
平成13年度の大規模な外壁補修工事の発注に際し
ては、施工監理会社を選定した後、組合のホーム
ページ等で施工会社を公募しているO このように
F組合では、管理会社を変更した後、随意契約を
避け、工事・事業を発注するまでの過程に入札や
契約の透明性、および公正な競争による費用の縮
減と質の確保を目指した取り組みを試みるように
なった(注11)。
他方、 T紐合は1972年の設立以来およそ30年間
にわたってJSとの契約を継続している。この組合
は、理事会がJSとの協調戦略にたち、管理会社お
よび管理員に専門性を大幅に依存するかたちを
とっている(注12)0 T組合が管理会社との信頼関
係を保ってきた理由としては、理事経験者の次の
ような見解が参考になる。理事会側に「交渉力j
があり、 JSとの契約をいわば「危機管理のための
保険料Jと捉えているという見解である。さらに、
120年前には値切るという感覚、値切られるという
感覚はなかったjとも述べているが、今は必ずし
もあたらない。このことから、組合側も管理会社
側も相互の関係について意識を徐々に変容させな
がら、しかし基本的には協調関係を継続させてい
るとみることができる (i主13)。
維持管理工事の発注方法に関しては、 T組合で
は次のような取り組みが行われている。小規模工
事は細かい修繕の経緯を把握しているJSに依頼し
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ている。修繕工事や改良工事が大規模になると、
JSを含めて 3~5 社による指名競争入札が行われ
る。この場合、業者は区の登録業者から選定され
ている。このようにT組合においても、公正な入
札・契約を実現するための取り組みが行われてい
るO とはいえ、維持修繕の企画は管理会社が行っ
ているとみられ、これまでの傾向をみる限り現管
理会杜であるJSとの契約が多い(注14)0
このような両理事会における管理行動の違いは、
理事会が組合運営に要する専門性を役員あるいは
居住者からどのくらい調達しているのか、という
点に大きくかかわっている。両組合理事会と管理
会社との関係においては、 F組合において、維持
修繕の企画や調整といった専門性を内部調達する
度合いが高く、 T組合では専門性の多くを管理会
社に依存しているといってよい。つまり、 F組合
とT組合との間には、分譲当時の管理会社の変更、
またはそれとの関係の継続、といった外部組織か
らの理事会の自立の程度に違いがあるだけでなく、
組織戦略も異なる。これに関連して、それぞれの
組合内部の組織特性(組織構造、管理行動)にも
違いがみられる O
両組合理事会の組織構造特性については次のよ
うにまとめることができる。 T組合理事会は、専
門性を大幅に管理会社に依存し、ほとんど内部調
達しないため、専門組織が存在せず、集権性、公
式性も高く、いわば機械的な組織構造をもっ(注
目)。これに対し、 F組合理事会は、専門性を内部
調達するために理事会の付属機関として専門組織
をもち、集権性、公式性ともにT組合に比べて低
く、いわば有機的組織としての構造をもっとみる
ことができる(注16)0 さらに、両組合理事会の管
理行動の特性について、特に管理会社との関係か
ら導きだされる点で比較してみれば、既述のとお
り経済性、指導性(主として専門性)および有効
性の点でF組合がT組合よりも高いとみることが
できる(注17)。したがって、これらの管理会社と
の関係、組織戦略、および組織特性の違いから、
F組合を「自立型J、T組合を「依存型Jとしてそ
れぞれ仮定することができる。
そこで次に、管理行動特性のうち残された参加、
透明性といった、組合内部における理事会と居住
者との相互作用に焦点を絞って両組合を比較して
みよう O その際、理事会のリーダーシップと組織
の自律性ないし統治との関係を考慮して比較する
ことにしたい(注18)0 
具体的な分析にあたっては、次の 2つの側面か
ら分析を加えていく。ひとつには、組織の意思決
定レベルにおいて、居住者はいかなる仕組みのも
とに、どのような意欲をもって組合運営に参加し
ているのか、という側面である。すなわち、理事
会は意思決定への居住者の参加をどのようなルー
トと手続きによって確保しているのか、といった
居住者参加と討議の度合いに違いがあるのかどう
かを定性的な方法で比較検討することである(注
目)0 これは仮説(1)に対応する。ふたつには、
居住者個人の欲求充足レベルにおいて、理事会に
よる管理行動をどのように受けとめたのかという、
居住者からみた管理行動に対する評価に違いがあ
るのかどうかを定量的な方法で比較検討すること
である。これは仮説 (2)に対応する。
次節で、はその具体的な検討作業に先立つて、1.
2で設定した仮説の検証方法を具体的に提示して
おきたい。
2. 3 仮説検証の方法
まず、仮説(1)f自立型と仮定したF組合にお
いては、管理行動への居住者(理事会役員含む)
の参加の度合いが依存型と仮定したT組合に比較
して高いのではないか」について検証の方法を示
す。
1 )データ
各管理組合発行の議案書および広報紙など提供
協力をうけた資料を中心に使用する。併せて、補
完的に2000年~2002年 3 月にかけて行った管理組
合理事会役員および役員経験者、管理員へのイン
タビュー調査から得られた結果を用いて分析する O
2 )分析方法と指標
組合運営の透明性に着目して、居住者参加がど
のように制度的に保障されているのかについて
「居住者への情報公開Jf意思決定過程への居住者
参加」の 2つの側面から、両組合に違いがみられ
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表3 調査票回収結果
戸数 (A)
437 
676 
1113 
配布戸数 (B) 回収戸数 (C) 回収率 (CIB)
F組合
T組合
合計
るのかどうかを定性的に比較分析する(注20)。
(I)管理行動への居住者参加の前提として、理事
会による「居住者への'情報公開」を指標とした。
具体的・操作的指標としては、理事会および修
繕委員会の情報提供・開示の方法とその内容に
ついて、「広報紙の発行回数Jr広報紙の平均項
数Jr広報紙の記事の詳細性Jr修繕委員会ニユ
ースの発行回数Jr修繕委員会ニュースの平均項
数Jr修繕委員会ニュースの記事の詳細性Jr居
住者への理事会の公開」の7項目をとりあげた。
(2)管理行動への居住者の直接的・積極的な参加
として、「意思決定過程への居住者参加Jを指標
とした。具体的・操作的な指標としては、参加
機会の制度的な保障について「専門委員会の有
無Jr理事会の規模Jr理事会の開催回数Jr修繕
委員会の開催回数Jr階段委員会の開催回数J
「理事会役員の選出方法Jr修繕委員の選出方法」
の7項目とした。また、内部の中核的組織への
参加者について「理事会役員の立候補者数Jr理
事会役員経験年数比Jr修繕委員会の立候補者比
率Jr修繕委員(専門委員)継続比率Jの4項目
とした。
次に、仮説 (2)r両組合のうち、自立型と仮定
したF組合では、理事会の管理行動に対する居住
者の満足度・関心度が、依存型と仮定したT組合
に比べて相対的に高い値を示すのではないかJに
ついて、検証の方法を示す。
1)データ
T集合住宅団地内の3つの管理組合居住者を対
象に2000年9月に筆者が実施した「都市居住とマ
ンション管理活動に関する調査」から得られたF
組合およびT組合のデータを使用する。回答者に
は「世帯主または配偶者で、管理組合活動に主に
参加している方」を指定した(注21)。全戸訪問配
408 
625 
1033 
126 
260 
386 
30.8 
41.6 
37.4 
布を基本としたが、留守宅にはポステイングした
(注22)。回収は郵送によって行い、表3に示すよ
うにF、Tの2つの組合の合計で386戸から回答を
得た。なお、回収率は37.4%である。
2)分析方法
居住者の年齢や性別等の人口学的変数、居住年
数や世帯年収等の杜会経済的変数といったほかの
要因を一定にした場合においても、 F組合の居住
者がT組合の居住者よりも高い満足度・関心度を
示すとすれば、外部組織から相対的に自立した主
体性の高い管理システムが居住者によって支持さ
れていると推定することができる。そこで、「管理
組合」の違い、つまり管理行動の主体性の違いが
居住者の満足度・関心度、すなわち管理行動の成
果を規定する要因であるかどうかを検証するため
に、次の4段階にわけで、これらを順に定量的に
検討する。
①両組合の分析対象者(居住者)の属性等に差が
あるのかどうかについては、クロス表によるカ
イ2乗検定を使用する。
②満足度・関心度の各項目聞の関係を明らかにす
るために、評定尺度を定量的変数とみなして相
関係数を使用する。
③満足度・関心度の分布に組合による差があるの
かどうかについては、クロス表によるカイ 2乗
検定を使用する。
G:組合の効果以外に満足度・関心度に影響を与え
る要因の検討には、クロス表によるカイ 2乗検
定を使用する。次に、複数の要因が影響をもっ
満足度・関心度に関しては、多重分類分析を用
いて、他の要因を一定にした場合にも「管理組
合」の効果によって満足度・関心度の違いが説
明できるかどうかを検討する。
3)変数
(1)満足度・関心度の把握に使用する項目
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居住者が事実に即して答えやすい管理行動を
選択し、かつ典型的な管理行動が含まれるよう
配慮、した口併せて、管理組合活動全般に対する
満足度を把握するための項目も使用した。具体
的な指標としては、満足度には8項目、関心度
には 2項目を調査票から採用した(注23)。
の理事会の自立の程度が異なる。それでは、居住
者と業務執行機関である理事会は意思決定の過程
でいかなる相互関係をもつのだろうか。本章では、
両組合の組合運営における居住者参加の度合いに
注目して、まず仮説(I)を検証していく。
(2)満足度・関心度に影響を及ぼすと考えられる
変数
組合運営における居住者と理事会との相互関係
を把握するためには、管理情報の提供と直接的な
参加の両面から、すなわち組合運営の透明性を複
眼的に捉えていくことが必要であろう。前者の典
型的な仕組みとしては、組合運営に関する情報が
理事会から居住者へどのような方法で伝えられて
いるか、すなわち情報公開の実態に注目する。後
者としては、制度的に整えられている理事会や委
員会といった内部組織への参加が考えられる。
集団水準として管理システム要因(どちらの
管理組合に属しているかという「管理組合」の
別)、個人的水準としては、生活規定要因 (r性
別Jr世帯類型」など7項目)、居住関連要因
(r居住年数Jr広さ満足感」など5項目)、参加
行動要因 (r管理組合役員経験」など2項目)と
した(注24)。
3.組合運営における居住者参加
すでに述べたとおり、両組合では外部組織から
3. 1 居住者への情報公開
表4に居住者の参加の度合いについての比較を
示した(注18)0本節では情報公開の実際について、
はじめにF組合について述べ、次にT組合につい
表 4 居住者参加の度合い
指標 F組合 T組合
居住者
広 発行回数(年) 4回 4回
報 平均頁数(I回) 23頁 4頁
紙 記事の詳細性 品い 低いJ¥ 
の ニ修 発行回数(年) 16回
情報公
ニL 平均頁数 (1回) 1.6頁
ス繕 記事の詳細性 高い
開 会事 居住者への公開 非公開 非公開
専門委員会の有無 あり なし
理事会の規模 30名以内 11名
理事会の開催回数(年) 18回 12回
の 専門委員会の開催回数(年) 17回意 市日
思 度 階段委員会の開催回数(年) 2周
過決定 保的障 理事会役員の選出方法 輪番 立候補あり
修繕委員の選出方法 立候補あり
程 理事会役員の立候補者比率J¥ 
核織中的綴
0/29 (仰も) 6/11 (55%) 
の (立候補者数/役員人数)
重~ 理事会役員経験年数比 10: 0: 0 4:5:2 加 (1-2年・ 3-5年:5年以上)
J¥ 専門委員の立候補者比率 12129 (41%) の (立候補者数/役員人数)
参加 専門委員継続比率 7/29 (24%) (継続者数/役員人数)
'F、T両組合の議案書および広報紙に基づいて作成した。
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て説明を加えていく。
F組合の広報紙の発行回数は年4回であり、平
均ページ数、および、記事の詳細性において充実し
た内容である。すなわち、理事会の議事の一部が
掲載されるなど、居住者が懸案事項の決定までの
過程を知ることができるような紙面構成に大きな
特徴がある。また、 F組合では広報紙とは別に修
繕委員会ニュースを発行している。発行回数は年
16回であり、修繕委員会発足当時差し迫っていた
大規模修繕工事への取り組み内容が逐次細かく伝
えられている。
他方、 T組合における広報紙の発行回数は年4
回であり、この点ではF組合と変わらない。しか
し大規模工事の発注先に関する理事会の決定事
項や、総会や階段委員会開催のお知らせ、および
生活管理上のルールの周知徹底が主であり、意思
決定過程はほとんど書き込まれない簡潔な紙面づ
くりが特般的である。
なお、両組合ともに居住者に理事会審議の傍聴
をみとめず、それは公開されていない(注25)。
以上のことから、情報公開の実態について両組
合を比較すれば次のようにまとめることができる。
まず、 T組合に比べてF組合では、通常の広報紙
のほかに修繕委員会ニユ}スが発行されているこ
とから、情報公開のルートが多く用意されている。
また、情報内容についても、 F組合の方が理事会
や修繕委員会での決定事項だけでなく、検討中の
課題も含め詳細に書き込まれているといえるだろ
う。したがって情報公開の程度は、 T組合よりも
F組合において高いと判断することができる。
3. 2 意思決定過程への居住者参加
本節で、は意思決定過程への居住者参加について
参加機会の制度的保障と組合内部の中核的組織へ
の参加に着目して比較分析していく。
まず、組織構造に関して専門委員会の有無につ
いてみれば、 F組合には、理事会のほかに専門委
員会として修繕委員会が組織されている。この修
繕委員会は平成12年度に再組織化されたものであ
るが、この前身である環境整備対策検討委員会は、
再組織化の10年前から活動を継続してきた専門委
員会である。理事会との関係性は発足当時から
徐々に変化してきており、大まかには平成6年度
に理事会の諮問機関として規約に位置づけられた
後、平成12年度の再組織化で理事会の付属機関と
して位置づけなおされている。この改正によって、
F組合の専門委員会は、長期的ビジョンを話し合
う場としてよりも、むしろ具体的な修繕計画を立
案し理事会とともにその実施にあたることが主な
目的となっている。
他方、 T組合にはこのような専門委員会はなく、
理事会と居住者のあいだの連絡協議機関としての
階段委員会が分譲当時から設けられている O しか
し、階段委員会は総会の前後に年2回聞かれるに
止まり、そこに各階段委員が、各戸(1階段につ
き22戸)の代表として出席するしくみが採られて
いる。
次に、理事会の規模についてみれば、 F組合の
役員定数は現在30名以内と定められている。この
役員定数は、管理会社の変更を決断したことやそ
の後の実践の中で、平成10年度に規約改正がなさ
れ16名から増員されたものである。この大幅な増
員は、管理会社からの自立に向けた組織戦略の一
環である。すなわち、役員の業務負担が増えるこ
とに対応し、かつなるべく多くの居住者に役員を
経験してもらうことによってマンション管理への
関心を高めようとするねらいがあった(注26)。
他方で、 T組合の理事会役員定数は11名であり、
これは分譲当時の定数15名から変更されたもので
ある(注:m。
さらに協議の頻度についてみれば、まず理事会
の開催は F組合の方がT組合に比べて回数が多
いことがわかる。また、 F組合では、修繕委員会
も月 1回以上のペースで聞かれていることがわか
る(注28)。
また、役員・委員の選出方法については次のよ
うになっている。まずF組合理事会役員は、 2年
任期半数改選方式で再任を妨げない仕組みである
が、慣例上2年で退任し、再任しない。実際には、
フロア毎に輪番制で役員を決めていく仕組みを採
用している。次に修繕委員に関しては、組合内で
の公募と現職理事会役員の両方で構成する仕組み
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である O
他方、 T組合の理事会役員も 2年任期半数改選
で再任は妨げず、これを認める慣例になっている
が、立候補者には階段委員 3名の推薦が必要であ
るO したがって、意欲のある人でも新たな立候補
には一定の制約がかかる仕組みになっている。
続けて、理事会および修繕委員会といった中核
的組織への参加についてみていく。まず、理事会
役員の立候補者比率および、経験年数比については、
F組合よりもT組合の方が高いことがわかる。こ
れはT組合は立候補制をとっているのに対して、
F組合は慣例上立候補制を採用しておらず、全員
が2年で役員をやめていくためである。
次に、 F組合の修繕委員会の立候補者比率、継
続比率については、それぞれ41%と24%である。
修繕委員会には、公募委員として歴代理事長や理
事経験者が多く含まれている。
以上のことから、意思決定過程への居住者の参
加について両組合を比較すれば、次のようにまと
めることができる。まず、 T組合に比べF組合の
方が、組織運営への参加機会が制度的に多く用意
されており、居住者の動員人数、時間的負担とも
に多いといってよい。理事会役員に選出される可
能性だけをみても、 F組合は役員数が組合員数に
比べて多いため、 T組合の約4倍の確率である。
次に、 T組合の理事会については、継続性が比較
的高く、参加意欲も一部ではかなり高い。これに
比べ、 F組合では役員選出が輪番制のため、理事
会への参加意欲は高いとは必ずしも言いがたく、
役員の継続性もないが、修繕委員会がこの点を
補っているといえる。したがって、参加意欲と継続
性に関して、両組合に特段大きな相違はみとめら
れない。しかしながら、意思決定過程における居
住者参加と討議の度合いを実質的に比べるならば、
F組合がT組合に比べて相対的に高いとみとめら
れるといってよい。
3. 3 考察
本章では、管理行動の透明性として居住者への
情報公開、意思決定過程への居住者参加の両側面
から、組合運営における居住者と理事会との相互
作用の実態を比較してきた。これらの分析を通じ
て、 T組合よりも F組合の方が多様な参加機会を
制度的に用意しており、情報公開の程度も高いと
いえる。他方で、 T組合では組合運営への居住者
参加が制約されていることが明らかになった。し
たがって、仮説(I)は概ね支持されたといってよ
し、。
以上に述べたことから、組織内部の統治にみら
れる両組合の特性についてまとめておきたい。ま
ず、 F組合理事会による組織運営は、居住者の参
加を介して主体的に統制されていると考えられ、
居住者に聞かれた仕組みであり、組織としての自
律性が高いと位置づけることができる。したがっ
て、自律的統治のスタイルをとっているとみるこ
とができる。このような仕組みは、管理行動に居
住者の意向がより反映されやすくなる可能性を示
している。次にF組合では、組合内部から専門性
を調達しつつ管理行動を継続的・安定的に展開す
るために、修繕委員会がF組合理事会を補完して
いる。この意味で管理会社との自立的関係は修繕
委員会による支えなくしては成り立ちがたいとい
う側面をもっ。また、 F組合理事会による組合運
営は、比較的多くの居住者が交代で役割を負担す
る運営スタイルである。したがって、内部組織聞
の調整という点では、 F組合理事会はT組合に比
べ、理事会により大きなリーダーシップが求めら
れる構造になっている。
これに対して、 T組合理事会は、運営に習熟し
た少数の役員を中心に集権的に意思決定を行って
いる。また、理事会の開催や広報紙の発行といっ
た理事会運営は活発で、あるとは言いがたい。すな
わち、 T組合理事会の組織運営に対する居住者の
統制機能は低いと考えられ、居住者に閉じられた
仕組みをとり、 F組合に比べて組織としての自律
性が低いと位置づけることができるだろう。また、
一般居住者にとっては、組合運営に関する役割負
担が軽減されているともいえる。事実、理事会役
員のなかには、理事長・副理事長などの役職に
あって少数だが意欲の高いメンバーが含まれ、理
事会を支えている。したがって、理事会は管理業
務を管理会社に必ずしも全面的に依存しきってい
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るとはいえないが、反面、管理会社との協調関係
が少数のメンバーに支えられている。ゆえに、 T
組合では居住者をまとめるための強いリーダーシ
ツプは必ずしも求められておらず、他律的統治の
スタイルをとっているとみることカまできる。
4.居住者の満足度・関心度の分析
ここまで組織における統治の自律性について、
組合内部における居住者と理事会との相互関係と
いう視角から、組織レベルにおける意思決定過程
への居住者参加を比較してきた。それでは、外部
からの自立性の程度が異なり、組合運営における
居住者参加の度合いも異なる両組合では、理事会
による管理行動がどのように受けとめられている
のだろうか。それは、すなわち、管理行動に対す
る居住者の評価の問題である。本章では、両組合
の理事会に対する居住者個人の満足度・関心度の
度合いに注目して、仮説 (2) を検証していく O
4. 1 分析対象者の特性
表5に組合別の分析対象者の特性を示した。両
組合の聞には大きな相違はみられないが、「就業状
況Jr職業階層Jr世帯類型Jr管理組合役員経験J
「自治会役員経験jといった項目に違いがあらわれ
た。 F組合の方に単身者が多く、管理組合役員経
験者と自治会役員経験者の割合も高い。他方、 T
組合にはF組合に比べて、現在無職の人が多く、
専門職・管理職といった「上級ホワイトカラー
(定年退職者の職業経験を含む)Jに分類される人
が多いことが明らかになった。
4. 2 満足度・関心度項目の相関
表6に満足度・関心度の各項目どうしの相関を
示した。この表はF、T両組合を合わせたデータ
を用いており、各項目聞の関係性を確認して分析
の方向性を示すことを目的としている。
満足度の項目間内、関心度の項目間内では、そ
れぞれ正の相闘がみられたが、満足度と関心度の
あいだには弱いながらも負の相関もみられる。こ
のことは、満足度と関心度の向きが同方向、すな
わち総会に参加する人が管理行動に満足傾向を示
している人と一致している、という傾向を示さな
いことをあらわしている。
なお、満足度の 8項目が管理行動に対する満足
度の指標をあらわしているといえるのかという点
に関しては、クロンパックのαは.80であり、十分
な内的整合性を有していた。しかし、関心度の 2
項目については内的整合性が十分ではなかった。
以上の点と各項目がもっ具体性を考慮して、次
節からの分析では各項目を個別に検討していくこ
ととする。
4. 3 組合別の満足度・関心度
表7は組合別に満足度・関心度の分布を示して
いる。まず、両組合に共通する全体的な傾向をみ
ていこう O 満足度については、両組合ともに各項
目について満足傾向が強い。関心度のうち「広報
を読む程度jについては、 9割以上の回答者が
「読む」傾向を有している。他方、「総会参加jに
ついては、委任状を提出しない人は少ないが、実
際に総会当日に参加する人は両組合ともに 2割に
満たないことがわかる。
次に組合間の違いをみていくと、満足度では
「広報紙の内容Jr防犯対策Jr組合活動Jにおいて
両組合に差がみられた。関心度では、「広報紙を読
む程度Jに差がみとめられた。すなわち、 F組合
の方が「広報紙の内容Jr防犯対策Jr組合活動」
に対する満足度が高い。他方で、「広報紙を読む程
度」については、 T組合の方が読む度合いが高い
傾向を示していることがわかる。
4. 4 満足度・関心度の規定要因
これまでみてきたように、両組合の聞には、居
住者の特性や満足度・関心度に相違がみとめられ
る。しかし、居住者の特性自体に相違があること
からも推測されるように、この段階では居住者が
どちらの組合に属しているかという「管理組合」
の違いのみが満足度・関心度の高低に影響を与え
ているとは断定できない。すなわち、「管理組合」
の違い以外にも満足度・関心度に影響を与える要
因が想定されるのである。
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表5 組合別にみた分析対象者(%)
指 標 カテゴリー F組合 T組合 検定 V 
性 別 男 49.1 43.3 
女 50.9 56.7 
(n=114) (n=233) n.5. 
年 齢 20~49歳 16.0 14.7 
50~59歳 35.3 28.4 
60~69歳 29.4 41.4 
70歳以上 19.3 15.5 
(n=119) (n=232) n.5 
学 歴 中学校 6.5 4.3 
高等学校 43.9 40.7 
短期大学 16.3 22.1 
大学 33.3 32.9 
(n=123) (n=231) n.5 
就業状況 自営業 9.9 9.3 
正社員 37.2 22.6 
パートタイマー 11.6 14.6 
無職 41.3 53.5 
(n=121) (n=226) * v=.161 
職業階層 上級ホワイトカラー 41.7 54.1 
ホワイトカラー 36.5 35.2 
ブルーカラー 12.5 8.8 
その他 9.4 1.9 
(n=96) (n=159) * v=.196 
世帯類型 単身 22.1 10.6 
夫婦のみ 39.3 35.4 
夫婦(1人親含む)と未婚の子ども 37.7 49.6 
その他 .8 4.3 
(n=122) (n=254) * v=.191 
世帯年収 400万円未満 28.9 24.5 
400~600万円未満 21.9 19.6 
600~800万円未満 14.0 17.6 
800~1000万円未満 9.6 11.8 
1000~1200万円未満 13.2 13.1 
1200万円以上 12.3 13.5 
(n=114) (n=245) n.5. 
居住年数 5年未満 16.5 11.7 
5年以上15年未満 18.2 17.7 
15年以上25年未満 29.8 21.8 
25年以上28年 35.5 48.8 
(n=121) (n=248) n.5 
居住形態 持ち家 93.5 92.1 
借家 6.5 7.9 
(n=123) (n=252) n.5. 
前住居形態 持ち家 25.2 22.0 
民間賃貸 31.9 29.0 
公共賃貸・その他 42.9 49.0 
(n=119) (n=245) n.5. 
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表5 つづき
指標
団地内友人数
広さ満足感
管理組合役員経験
自治会役員経験
-各%は縦計100%としたときの比率
カテゴリー
0人
1-5人未満
5-10人未満
10-15人未満
15人以上
不満
どちらでもない
満足
なし
あり
なし
あり
F組合 T組合 検定 V 
20.6 15.8 
37.3 40.8 
20.6 23.5 
12.7 9.2 
8.7 10.8 
(n=126) (n=260) n.s. 
53.2 55.6 
10.5 11.3 
36.3 33.1 
(n=124) (n=248) n.s. 
83.5 95.2 
16.5 4.8 
(n=121) (n=227) *** v=.195 
59.0 74.5 
41.0 25.5 
(n=105) (n=231) ** v=.155 
・*紳pく.001，料p<.Ol，* Pく05，n.s. p孟.05(カイ 2乗検定)、 vはクラマーのv係数
表6 満足度・関心度項目の相関
2 3 4 5 6 7 8 9 10 
1.維持管理サービス 365 359 359 363 350 352 351 350 363 358 
2.修繕サービス .511** 363 357 361 349 350 349 348 361 357 
満 3.業者の選定の仕方 .274** .272** 368 366 353 355 354 353 366 363 
足
4.広報紙の内容 193** 107* .337** 373 357 359 358 357 372 366 
5. 防災対策 181** 243** .299** 268** 367 366 353 352 358 354 
度 6. 防犯対策 208** .209紳 .351** 290料 683紳 369 355 354 360 356 
7.建物状態 348** 279料 .453** .405** 336** .369** 367 366 359 354 
8.組合活動 .247** .186** 554** .495** .315** .316** 614** 366 358 353 
9.広報を読む程度 022 -.057 一.001 .136** .144** 127* .105* .085 374 367 
'関L、
度 10.総会参加 .014 -.026 -.153** -.093 一.081 一.064 一.053 一.082 .136** 369 
-マトリックスの左下方は相関係数。 **pく01，*p<.05 
.マトリックスの右上方の数字は母数を表わす。
表8は、各満足度・関心度に影響を与える要因
を明らかにしようと試みた結果である(注29)。こ
の表に基づいて、統計的検定において有意差がみ
とめられた要因を順に確認していくことにしたい。
まず、「管理組合」の違いにのみ効果を示した満足
度は、「広報紙の内容」であった。次に「管理組合」
の違いのほかに複数の要因が影響していたのは、
「防犯対策J['組合活動J['広報紙を読む程度jであっ
た。
複数の要因が影響していた 3項目について具体
的に確認しておこう。「防犯対策」には「管理組合」
「広さ満足感J['管理組合役員経験J['自治会役員経
験」の 4要因が影響していた。「組合活動Jには
「管理組合J['性別J['広さ満足感J['管理組合役員
経験jの4要因が影響していた。「広報紙を読む程
度Jには「管理組合J['性別J['就業状態J['団地内
友人数Jの4要因が影響していた。
その他の満足度・関心度の各項目には「管理組
合」による効果はあらわれなかったが、その他の
要因が影響していることがわかった。すなわち、
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表7 組合別の満足度・関心度(%)
標 カテゴリー F組合 T組合 検定 V 
維持管理サービス 不満足傾向 23.1 28.3 
満足傾向 76目9 71.7 
(n=121) (n=244) n.s. 
修繕サービス 不満足傾向 36.7 28.4 
満足傾向 63.3 71.6 
(n=120) (n=243) n.s. 
業者の選定の仕方 大いに不満 6.7 6.5 
やや不満 5.8 14.1 
どちらともいえない 54.2 55.6 
やや満足 27.5 21.4 
大いに満足 5.8 2.4 
(n=120) (n=248) n.s. 
広報紙の内容 大いに不満 1.6 1.6 
やや不満 5.7 20.8 
どちらともいえない 43.9 40.8 
やや満足 43.9 35.2 
大いに満足 4.9 1.6 
(n=123) (n=250) * v=.214 
防災対策 大いに不満 3.3 2.4 
やや不満 7.5 9.7 
どちらともいえない 44.2 53.0 
やや満足 39.2 33.2 
大いに満足 5.8 1.6 
(n=120) (n=247) n.s. 
防犯対策 大いに不満 .8 2.8 
やや不満 13.9 19.8 
どちらともいえない 41.0 50.2 
やや満足 40.2 25.9 
大いに満足 4.1 1.2 
(n=122) (n=247) * v=.189 
建物状態 大いに不満 3.3 2.4 
やや不満 8.3 17.8 
どちらともいえない 29.2 25.1 
やや満足 54.2 51.0 
大いに満足 5.0 3.6 
(n=120) (n=247) n.s. 
組合活動 大いに不満 1.7 5.7 
やや不満 4.2 13.8 
どちらともいえない 28.3 37.0 
やや満足 53.3 38.2 
大いに満足 12.5 5.3 
(n=120) (n=246) ** v=.243 
広報を読む程度 読んだことがない .8 .8 
ほとんど読まない 3.3 1.6 
ときどき読む 36.6 20.3 
ょく読む 59.3 77.3 
(n=123) (n=251) * v=.189 
総会参加 委任状提出なし 3.3 1.2 
委任状提出あり 80.0 79.1 
参加した 16.7 19.7 
(n=120) (n=249) n.s. 
-各%は縦計100%とした場合の比率
. *榊p<.OOl，料p<.Ol，* pく.05，n.s. p孟 05(カイ 2乗検定)、 vはクラマーのV係数
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「修繕サービス」については「就業状態Jのみが効
果を示した。「防災対策」については「居住年数」
のみに効果があらわれた。「建物状態」には「職業
階層JI広さの満足感JI管理組合役員経験」の 3
要因が影響していた。「総会参加」には「管理組合
役員経験JI自治会役員経験」の 2要因が影響して
いた。
なお、「維持管理サービスJI業者の選定の仕方」
の2項目についてはどの要因も影響を与えていな
いことがわかった。
上記の結果を踏まえて、複数の要因が影響して
いた満足度・関心度について、独立の効果をもっ
要因、つまりその他の要因を一定にしても、なお
満足度・関心度に影響をもっ要因を検討したもの
が表 9~表12である(注30) 。
「防犯対策Jには、「管理組合JI広さ満足感j
「管理組合役員経験」の3要因に独立の効果がみと
められた。「組合活動jについては、「管理組合」
「広さ満足感」の 2要因に独立の効果がみとめられ
た。「広報紙を読む程度」には、「管理組合JI団地
内友人数」の2要因に独立の効果がみとめられた。
「総会参加」には、「管理組合役員経験」に独立の
効果があった。なお「建物状態Jのついては 3要
因のうちどの要因も有意な効果を示さなかった
(注31)。
表8 満足度、関心度に影響を及ぼす要因
満足度 | 関心度
維持管理 修繕 業者の選広報紙 防災 防犯 建物 l組合|広報を l総会参加
サービスサービス定の仕方の内容 対策 対策 状態 i活動|読む程度l
管理組合 |一 一 二・214ナ士子89キー -L・243-1189??;
性別 |一 一一 .175* 1 .153* 
就業状態 .166* ー ナ ー I .130* 
職業階層 i 一 一一 .174* ← 
ー ーーーーーョー司 一 一ーー一回司ー ーーー一ーー一一一ーーー一一一--- ーー --r一ー----t------，-一一一一ーー
居住年数 |一 一 .172** ー
団地内友人数|← 一 一 I .149 *一
広さの満足感|一 一 ← .216*林 .185** .217*林
ー ーーーー--1- 一 ー ーーー-- ーーーー一一一ーーーー一一ーー ー時ー ーーートーーーー ιー ー一一 一ヰ一一一一ーーー
管理組合役員経験|一 一 一 一 一 .195* .218** .183沖 .351料
自治会役員経験|一 一 一 .199* .195林
・紳*p<.001， 料 p<.01，* p<.05、且 S.P孟05 カイ 2乗検定)、数字はクラマー のV
表9 「住棟の防犯対策満足度」の多重分類分析結果
独立変数 カテゴリー 標本数 調整前 調整後 相関比 偏相関比
管理組合 F 101 2.27 2.27 .162 .165** 
T 196 2.03 2.02 
広さ満足感 不満 161 2.0l 2.01 .224 .233*紳
どちらでもない 33 1.91 1.91 
満足 103 2.32 2.33 
組合役員経験 なし 271 2.08 2.08 .104 .114* 
あり 26 2.35 2.37 
自治会役員経験 なし 202 2.13 2.16 .653 .109 
あり 95 2.05 2.00 
重相関係数 .311*** 
-値の範囲は1-3、調整前・調整後は予測平均値
-特権p<.OO1 帥 p<訓 *p<.05 (F検定)
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表10 「組合活動に対する満足度」の多重分類分析結果
独立変数 カテゴリー 標本数 調整前 調整後 相関比 偏相関比
管理組合 F 105 2.60 2.58 .225 .205紳*
T 208 2.26 2.27 
性別 男 142 2.43 2.43 071 .068 
女 171 2.33 2.33 
広さ満足感 不満 169 2.26 2.26 .217 .219*** 
どちらでもない 37 2.27 2.27 
満足 107 2.59 2.59 
組合役員経験 なし 286 2.35 2.36 .126 .082 
あり 27 2.67 2.56 
重相関係数 .330料*
-値の範囲は1-3、調整前・調整後は予測平均値
-紳*pく.01 帥 p<.Ol * p<.05 (F検定)
表11 「広報を読む程度」についての多重分類分析結果
独立変数 カテゴリー 標本数 調整前 調整後 相関比 偏相関比
管理組合 F 109 1.58 1.59 .214 .191** 
T 201 1.78 1.77 
性別 男 139 1.65 1.69 .109 .033 
女 171 1.75 1.72 
就業状態 自営業系 31 1.61 1.61 .151 .0悌
正社員 89 1.63 1.67 
パートタイマー 41 1.73 1.71 
無職 149 1.77 1.75 
団地内友人数 0人 55 1.47 1.49 .272 .250** 
1-5人未満 122 1.70 1.71 
5-10人未満 72 1.85 1.83 
10-15人未満 35 1.74 1.75 
15人以上 26 1.81 1.80 
重相関係数 .356*** 
• {I直の範囲は1-3、調整前・調整後は予測平均値
-料水pく001 判 p<.Ol * p<.05 (F検定)
表12 r総会参加Jについての多重分類分析結果
独立変数 カテゴリー 標本数 調整前 調整後 相関比 偏相関比
組合役員経験 なし 272 1.15 1.15 .335 317*** 
あり 24 1.63 1.60 
自治会役員経験 なし 201 1.14 1.16 155 .086 
あり 95 1.27 1.23 
重相関係数 .346*** 
• {I直の範囲は1-2、調整前・調整後は予jJ!I平均値
-辛料p<.OOl 紳 Pく01 * p<.05 (F検定)
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4. 5 考察
以上の分析から、満足度・関心度に対して「管
理組合Jに独立の効果がみとめられた項目を中心
に考察を加えていくことにしたい。すなわち、管
理行動の主体性の違いが、居住者の満足度・関心
度を規定する要因であると考えられる項目につい
てである。
1) r広報紙の内容」満足度に影響を与える要因
「管理組合」にのみ効果がみとめられた。 F組
合の方がT組合よりも満足方向に分布が傾いてい
ることカtわかる。
広報紙の発行回数は両組合とも年4固と変わら
ないが、 F組合の方が平均ページ数が多く、理事
会における意思決定過程に言及するなど単なるお
知らせに留まらない記事内容が特徴的である。こ
のことがF組合居住者の満足度を高めたのではな
いかと考えられる。
2) r防犯対策」満足度に影響を与える要因
「管理組合Jr広さ満足感Jr管理組合役員経験j
の3要因に独立の効果がみとめられた。 F組合の
方が満足度が高く、両組合を通じて、広さに満足
している人の方が防犯対策にも満足する傾向にあ
る。また、両組合を通じて、組合役員経験をして
いる人の方が防犯対策に満足する傾向にある。
F組合で満足度が高い値を示した理由としては、
まず、すでにエレベーターに防犯カメラを設置し
ていたことが考えられる。他方で、組合の管理行
動によって居住者の満足度を高める住環境が直接
的にもたらされることとは別に、建物の構造上の
特性が回答に影響を及ぼす可能性も考えられる。
すなわち、 F組合の場合、住棟が片廊下式である
ために階段型式に比べ横方向の空間の見通しがよ
いことから、このことが居住者に安心感をもたら
しているのではないかと考えられることである
は主32)0
「広さ満足感jが「防犯対策」満足度に与える
効果については、次のような先行研究の知見が参
考になる(注33)。これは居住者が自らの住環境を
評価するとき、居住環境それ自体の客観的条件を
評価する一方で、、自らの生活と関連づけてそうし
た客観的条件を主観的に再評価する場合が考えら
れるというものである。したがって、住戸の面積
に満足している居住者は、日常的な生活空間に対
するこの肯定的評価を住棟の防犯性の評価に反映
させたのではないだろうか。
「組合役員経験」が「防犯対策」満足度に与え
る効果については、現職役員や経験者は防犯に対
して理事会がどのように取り組んだのかという点
に詳しいことによって評価を上げるのではないか
と考えられる。
3) r組合活動」満足度に影響を与える要因
「管理組合」と「広さ満足感」の 2要因に独立
の効果がみとめられた。 F組合の方が満足度が高
く、また、両組合を通じて、広さに満足している
人の方が組合の管理行動全般にも満足する傾向に
あることがわかる。
F組合において、理事会とは別に組織されてい
る修繕委員会の活動や広報紙の充実といった組合
の運営形態の工夫が高く評価されたのではないか
と推測できる。
「広さ満足感」が「組合活動」満足度に与える
効果については、住戸の面積に満足している居住
者は、住環境に対する肯定的評価を媒介にして、
住環境の維持管理の方針を担う組合運営全般を示
す「組合活動J満足度に影響を与えたと解釈され
る。
4)関心度・「広報を読む程度jに影響を与える要因
「管理組合Jと「団地内友人数」に独立の効果
がみとめられた。 T組合の方が広報紙を読む度合
いが高い傾向を示し、両組合を通じては、友人数
の多い人の方がその度合いが高い傾向を示す。
T組合では、広報紙以外の情報媒体の少ないこ
と、およびその広報紙がF組合に比べてページ数
が少なく情報も簡潔であるために目を通しやすい
ことがこのような結果につながったと考えられる。
「団地内友人数jについては、団地内の友人関係が
広い人は居住地域に対する関心が高く、組合の管
理行動および連絡事項が掲載される広報内容にも
関心が高いといえるのではないだろうか。
5 )関心度・「総会への参加」に影響を与える要因
「管理組合」による効果はあらわれなかったが、
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両組合を通じて「管理組合役員経験」に独立の効
果がみとめられた。
現職役員の参加や、役員経験を通して管理情報
に精通するため、批判・監視や提言といった動機
が強まり、これが総会参加の度合いを高める要因
だと推測できる O 逆に一般居住者は、情報の非対
称性という点から、概して参加の動機が弱いと考
えられる(注34)0
以上を通じて、満足度のうち「広報紙の内容j
「防犯対策JI組合活動jの3項目では、 F組合の
方がT組合に比べて満足度が高いことが明らかと
なった。しかし、満足度のなかでも受託会社が直
接供給するサービスに関しては、両組合共に一定
のレベルで満足方向に分布が傾いてはいるが、組
合による違いはみとめられない。このことから、
T組合よりもF組合で満足度が高い項目は、理事
会の管理行動の主体的取り組みが評価されただけ
でなく、そのことが居住者によくわかる形で伝え
られているためであるとも考えられる。
他方で関心度については、「広報を読む程度」は
T組合の方が高い傾向にあり、また「総会への参
加」には両組合の聞に特段の相違はみとめられな
い。この分析に依拠する限り、外部組織からの自
立性が相対的に高いF組合においては、その自立
性の高さが組合運営に対する居住者の関心の高さ
に直接に連動するものではないといえる。言い換
えれば、組合外部からの自立性が低いT組合にお
いて、居住者の関心度が特段に低くなるわけでは
ない。
以上の分析から得られた知見を、管理行動の特
性の仮説との関連で対比してまとめるならば、次
のとおりである。
-管理行動に対する居住者の満足度分析で明らか
になった傾向は、主として透明性としての情報
公開、および居住者参加に関連をもっと考えら
れる。その際、外部組織からの自立性、ならび
に組織内部における統治の自律性が相対的に高
いF組合が、自立性および自律性が相対的に低
いT組合に比べて、満足度が高い傾向にあった0
・居住者の関心度分析から得られた傾向は、満足
度と同様に、情報公開および居住者参加に関連
をもっと考えられる。しかし、外部組織からの
自立性、組合内部の統治の自律性、および居住
者の満足度が相対的に高いF組合と、自立性、
自律性、および満足度が相対的に低いT組合と
の聞で、居住者の関心度に特段大きな相違はみ
とめられない。つまり、自立性、自律性、およ
び満足度が高いことは、居住者の関心の高さに
直接つながらないことが明らかになった。
したがって、仮説(2 )は、満足度の部分に関
しては概ね支持されたが、関心度の部分について
は支持されない結果である(注35)。
5.結論
第2章と第 3章では、組合理事会の組織戦略、
組織特性(組織構造、管理行動)、および統治につ
いて分析するとともに、第4章では、管理行動に
対する居住者意識として満足度および関心度につ
いて比較分析を行ってきた。
この比較分析の結果について、 F組合およびT
組合それぞれについてまとめれば、主な知見は次
のとおりである。
F組合は、管理会社を変更することによって、
経済合理性を求めるとともに専門性を内部調達す
る度合いを高める自立戦略をとっている。この自
立戦略のもとでの内部組織は、専門組織をもち、
集権性、公式性ともに相対的に低い有機的な構造
をもっ。また、管理行動のうち、とくに透明性と
しての居住者への情報公開、および居住者参加の
度合いに着目すれば、これらは相対的に高く、こ
のような管理行動に対する居住者の満足度も概ね
高い傾向にあるとみとめられる。しかし、居住者
の関心は相対的に高いとはみとめられない。
これに対してT組合理事会は、分譲当時からの
管理会社との協調戦略のもと、専門性を内部調達
する度合いが低い。この協調戦略のもとでの内部
組織は、専門組織をもたず、集権性、公式性とも
に相対的に高い機械的な構造をもっ O また、管理
行動のうち、居住者への情報公開、および居住者
参加の度合いがともに相対的に低く、このような
管理行動に対する居住者満足度も相対的に低い傾
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向にあるとみとめられる。しかし、居住者の関心
は相対的に低いとはみとめられない。
したがって、 F組合とT組合とは、ともに管理
会杜に管理員業務等の管理業務を委託しているに
もかかわらず、組合の外部組織からの自立性、お
よび組合内部における統治の自律性の程度におい
て、注目すべき相違があることが明らかになった。
「自立型」・ 「依存型Jの分析枠組みのもとにこれ
らの知見を要約するならば、 F、T両組合はそれ
ぞれ次のように位置づけることができる。
F組合は、組合外部の組織である管理会社から
の自立性が高く、加えて組合内部においては居住
者の参加による理事会の統制機能が比較的高く、
かっ居住者によって理事会の管理行動が支持され
ているとみられる。この点から、 F組合は統治の
自律性が高いと考えられる O したがってF組合は
「自立型jの特性を多くもっとみられ、少なくとも
そのー形態といってよい。
他方でT組合は、管理会社からの自立性がF組
合よりも低く、加えて組合内部においては居住者
の参加による理事会の統制機能が比較的低く、か
っ理事会の管理行動に対する居住者の支持が相対
的に低いとみられる。この点から、 T組合は、 F
組合に比べて統治の自律性が低いと考えられる。
したがってT組合は「依存型」に属するものと捉
えることができる。すなわち、組合理事会におけ
る組織戦略、組織特性および統治の特徴が、前者
にあっては「自立型」を、後者にあっては「依存
型」をそれぞれ維持・継続せしめる条件を構成し
ているのである。
それでは、マンション管理組合の自立化および
自律的統治は、どのような過程をたどることによ
って形成されたのだろうか。これが残された課題
である。
「依存型」から「自立型」への移行過程と「自
立型」の特性についての掘り下げた分析について
は、別稿で改めて検討することにしたい。
注
1)建設省 (2000)、p.93を参照。調査対象組合のうち管
理会社に管理業務を委託している組合は85%にのぼ
るO また、管理員は管理の執行過程における実務に
主としてかかわっており、管理会社と協力して集会
所等の共用部分の施設管理をはじめとして、分譲業
者や官公庁との連絡、交渉といった業務も任せられ
る傾向がみられる。梶浦 (2001)、pp.157-160を参
日号、。
2 )斎藤 (2002) を参照。同論文は、住環境改善活動に
焦点、を合わせ、理事会による自主的管理の重要性を
指摘している。
3 )マンション管理は3つの側面、つまり維持管理、生
活管理、運営管理があるといわれるが、この3つの
側面を含む管理全般にわたる決定過程が、理事会の
主としてかかわる意思決定行動である。梶浦 (2001)、
pp.161-167を参照。
4) r自立型Jと「依存型jの概念については、マック
ス・ウェーバーの団体の概念、および西尾勝の自治
の概念を手がかりに次のように設定した。すなわち、
「自立型jは、理事会が専門性を有する管理会社な
どの組合外部の影響力を統制しており(自立的)、
かっ、組合内部においては理事会と居住者との関係
が管理への居住者の参加を介して統制されている
(自律的)組合である。「依存型」は、理事会が管理
会社・管理員などの影響力に統制されており(依存
的)、かっ、理事会と居住者との関係が居住者参加
によって適切に統制されておらず、自律性が制約さ
れている(他律的)組合である。なお、本稿では
「自立性」のほかに「自律性」と表現しうる側面を
も含む概念として「自立型」の語を用いることにし
た。団体の概念については、ウェーバー (1972)、
pp.78-79を参照。また、自治の概念については、西
尾(1996)、pp.373-392を参照。統制 (controllと参
加については、角瀬・川口編 (1999)、pp.40-44を参
照。
5) S組合は管理会社を通さずに、各専門業者と直接に
委託契約を交わしている。
6 )管理形態のタイプについて、梶浦 (2001)は、運営
管理の決定過程への居住者のかかわり方の度合いに
おける違いという点から、総会のほかに理事会とい
う組織とその役割に着目し仮説を提示している。具
体的には、日本やアメリカにみられるような理事会
型と、総会だけで理事会のないドイツやフランスな
どの管理者型を比較した場合、前者が後者よりも居
住者のかかわり方が強いことを指摘している。他方、
日本では2001年にマンション管理士制度が創設され
たことを受けて、管理士を組合の管理者または役員、
職員として活用することも将来的に展望されている
(国土交通省住宅局 (2002)を参照。)。したがって、
管理組合の自立性および自律性に影響を与えると想
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定される外部要因は今後多様化していくと考えられ
る。これらのことから、組合の中核的組織である理
事会の管理行動に注目することによって、組合の構
造的・機能的特質を分析し、組合による主体的な集
合住宅の共同管理のあり方を考察していくことには
意義があると考えられる。
7J当該住宅はすべて住居専用型マンションである。ま
た、最近の大規模修繕工事は、 F組合が平成13年度、
T組合が平成15年度、 S組合が平成14年度lこ実施し
ており、利用者の立場からみて 3組合の建物内外の
物理的状態はほぼ同程度とみてよいと判断できる。
なお、自治会は、 3つの管理組合とは別の組織とし
てT集合住宅団地およびその周辺地域にわたって組
織されており、各組合ごとに支部がつくられてい
る。
8 )分譲会社の系列系管理会社(ここではJS)との基本
業務委託からの離脱ないし自立化の契機と過程につ
いては稿を改めて分析する予定であり、ここでは詳
しく扱わない。ただ、系列系管理会社からの離脱は、
組合自立化の 1つのメルクマールとして捉えること{
ができる。
9 )平成7年3月にF組合理事会によって発行された臨
時文書「将来の修繕費確保に伴う管理体制再考につ
いて」によると、同一の業務内容で基本管理業務の
見積もりを他3社からとったところ、委託先を変更
すれば年間約200万円の節約になり、修繕費に回せ
る計算になるという説明が行われている。また、 F
組合では、財政逼迫のため、平成4年に住宅金融公
庫から修繕工事の費用として借り入れが行われてい
るが、 F組合の平成12年度の財政収支(修繕積立金
会計〉は次年度の大規模修繕工事を前にして黒字で
ある。これに対し、 T組合の同時点での財政収支は
エレベーター改修による延払い計画により、事実上
の赤字であった。
10)戦略とは、組織が環境の要求、制約、機会に資源の
配分と利用を有効に適合させようとするプロセスで
あり、たとえば、組織とその事業を明確化するよう
に表明された目的と方針のパターンである。小島
(1998)、p.130を参照。
11)平成13(2001)年4月7日、平成14(2002)年3月16日
実施のF組合理事長経験者K氏へのインタビュー、
および平成14(2002)年3月初日のF組合理事長経
験者A氏へのインタビューによる。
12)詳しくは西田 (2002)を参照されたい。
13)平成13(2001)年3月31日に行ったT組合理事経験
者 S氏へのインタビューによる。また、平成 9
(1997)年4月2日付朝日新聞には、 9割以上がJS
との随意契約となっていた公団発注のコンサルタン
ト業務に競争入札を導入するとともに「丸投げ」防
止策を盛り込むといった記事が掲載されている。こ
れは橋本内閣による行政改革のうち特殊法人改革の
一環として、住宅・都市整備公団と子会社 (JS)と
の関係を見直すというもので、 JSの体質に影響を与
えたと推測できる。
14)平成13(2001)年 3月3日に行ったT組合副理事長
経験者M氏へのインタビュー、および同年3月31日
のT組合理事長経験者S氏へのインタビューによ
る。
15)経済性、有効性については注9を参照されたい。な
おT組合については、西田 (2002)、pp.32c34を参照
されたい。
16)機械的組織特性、有機的組織特性については、小島
(1998)、pp.76-77を参照。
17)西国 (2002)、pp.34-36を参照されたい。
18)統治とは、マネジメン卜を監視、コントロールする
制度や慣行のことであり、管理全体の決定過程部分
(ガバナンス)に大きくかかわる概念である。小島
(1998)、p.17梶浦 (2001)、p.164を参照。
19)討議の概念については、篠原 (2004)第5章、とく
にp.156に示唆を得た。なお、参加と討議の度合いの
比較にあたっては、協議の頻度、参加人数を目安と
した。
20) I専門委員会の開催回数J，理事会役員の立候補者比
率J，理事会役員経験年数比J，専門委員会の立候補
者比率」、および修繕委員会ニュース関連の指標に
ついては平成12年度を対象とした。また、「専門委
員継続比率」は、 F組合の修繕委員会の前身である
環境整備対策検討委員会(平成11年度)から継続し
て専門委員として活動している平成12年度の委員比
率とした。その他の指標は、すべて平成11年度を対
象とした。
21)調査票の回答者を、 F、T両組合の居住者とみなし
て分析をすすめていく。なお、居住者は議決権をも
っ組合員と完全に重なり合うとは限らない。
22)なお調査票配布時に確認された限りでは、空家数は
F組合8戸、 T組合12戸であった。また、訪問時に
調査票の受け取りを拒否した戸数はF組合21戸、 T
組合39戸であった。
23)各指標およびそのカテゴリーについては表7を参照
されたい。また「維持管理サービスJ，修繕サービス」
満足度については、「今のままでよい」を「満足傾
向」とし、「もっと充実させたほうがよいJIもっと
減らしたほうがよい」の 2つを「不満足傾向」に再
コード化した。なお、調査票では評定尺度や名義尺
度において値の小さいものが肯定的・積極的回答を
示すようにしていたが、分析の際には定量的変数と
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して扱うために、値の大きいものが肯定的・積極的
回答を表すように値の変更を行った。
24)各要因とそのカテゴリーについては表5を参照され
たい。なお、独立変数とする項目間のクラマーのv
係数はもっとも強いもので 478(性別と学歴)であっ
たので多重分類分析の際の多重共線性は避けられる
と判断した。また、 F組合とT組合では住戸の専有
面積が異なるため、この影響を調整して「管理組合」
の違いによる満足度・関心度への効果をみるために
「広さ満足感」という主観的要因を統制変数に加え
ることにした。
25) T集合住宅団地内のもうひとつの組合であり、管理
会社に業務を委託していないS組合では、組合員に
理事会が公開されている
26)平成13(2001)年4月7日実施のF組合理事長経験
者K氏へのインタビューによる。なお表4を参照さ
れたい。
27)平成13(2001)年3月31日実施のT組合理事長経験
者S氏へのインタビューによる O
28) F組合は平成13年度以降、大規模な外壁補修工事の
施工段階に際し、日常的な連絡・交渉のための窓口
として修繕委員会の内部に事務局と見回りを担当す
るデイチームを設置している。このような取り組み
は、実行過程への居住者の積極的参加と位置づける
ことができるだろう。
29)その他に、「年齢Jr学歴Jr世帯類型Jr前住居形態」
「居住形態」を独立変数として分析したが、どの従
属変数についても有意差が確認されなかったため表
から除いた。
30)多重分類分析をするにあたっては、セル度数の調整
が必要であったため次に挙げる各変数のカテゴリー
を減らす操作を行った。統制変数では、「職業階層」
について「ブルーカラーJrその他jを「ブルーカ
ラー系」として 1つにした。従属変数では、「防犯
対策jr建物状態Jr組合活動」の 3変数について、
「大いに不満Jrやや不満」を「不満傾向」に、「や
や満足Jr大いに満足」を「満足傾向」にまとめた。
「広報を読む程度」については、「読まないJrほと
んど読まないJrときどき読む」を「読まない傾向」
にまとめた。「総会参加」については、「委任状提出
なしJr委任状提出あり」を「参加していない」に
まとめた。
31)なお、多重分類分析に伴う再カテゴリー化によって
「建物状態j満足度と「職業階層」のあいだに有意
な相関 (p<.1)はみられなくなった。ただし 3元
配置の分散分析によれば「職業階層Jと「広さ満足
感」との交互作用 (p<.05)が「建物状態」満是度
の高低に影響を与えている。
32)小林(1992)は、階段室型では見通しが効きにくく、
廊下形式に比べるセ集団としての一体感は低くなり
やすく、結局安心感も低くなり、「共有領域」は形
成されにくいと指摘している。筆者が実際にT集合
住宅団地で居住者に調査票を配布した際 (2000年9
月)の経験も、小林 (1992)の指摘する傾向を感じ
させるものであった。すなわち、 F組合では、風通
しを良くするための工夫と思われるが、玄関ドアを
開いて隙聞を持たせている住戸がいくつか観察され
た。しかし、 T組合ではそのような住戸は観察され
なかったという経験である。なおT組合の防犯カメ
ラの設置については a部試行実施の段階であった。
西田 (2002)、p.47を参照されたい。
33)倉沢編集の報告書 (1986)所収の竹中英紀担当部分、
p.152を参照。「おそらく環境評価の規定要因には 2
通りあるのではないか。すなわち、環境そのものの
効果と居住者が環境を自らの生活空間のうちに組み
入れる過程の効果であるJとの指摘がある。
34)西田 (2002)、pp.49-50を参照されたい。なお情報の
非対称性に関しては、サイモン (1970)、pp.311-312、
および斎藤純一 (2000)、pp.9-13を参照。また斎藤
は同書で、公共的な討論に参加するためには、専門
的な知識、あるいは語り方といった言説の資源を要
し、これが公共的な討論から排除される要因になる
と述べている。
35)本章で検討したF組合と T組合が示している満足度
と関心度の傾向は、管理会社に業務を一切委託して
いない組合 (S組合)とT組合との比較の結果が示
した傾向と類似している。西田 (2002) を参照され
たい。
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This isthe author' s second paper on a cornparative study of three condorniniurn rnanagernent 
associations in T Housing Estate， Tokyo， B-ku. The p旧poseofthおpaperis to exarnine the organi-
zational and social factors supporting independent vs. dependent rnanagernent styles of condornini-
urns by horneowners' associations.官leauthor focuses on two associations (F and T) cornrnission-
ing services to rnanagernent cornpanies. Each is typified担to"independent rnanagernent associa-
tion" and“dependent rnanagernent association" based on出eactivities of the board that include 
organization-at-large decision幽rna恒ngconceming the goals and policies， rnanagernent of the condo-
rniniurn and the environrnent. 
Association F w出 typ由edas "independent"， and Association T“dependent¥based on their 
relationship with the rnanagernent cornpany. Association T had continued to rely on the sarne rnan-
agernent cornpany since the condorniniurn was built. Association F， on the other hand， took a dif-
ferent approach: it fired the original rnanagernent cornpany and established relations with a private 
one. Association F adopted a bidding systern for several repair projects. 
官leauthor has set up a hypothesis on the degree of independence仕orntwo aspects: the first 
is the degree of residents' participation in the rnanagernent of the association， and the second is the 
degree of satisfaction and interest of the residents. 
The findings are as follows. A qualitative analysis revealed that the degree of participation in 
association rnanagernent was higher in Association F than in Association T， both in temlS of fre-
quency and range of participants. In addition， Board F was rnore open than Bo町dT in the decision-
rnaking process. A quantitative analysis of the担terestarnong residents in the board's rnanagernent 
activities showed no significant difference between Association F and Association T， but the 
degree of satisfaction of residents of Association F w拙 higherthan those of Association T. 
These findings indicate that， even though both outsource rnanagernent services to private rnan-
agernent cornpanies， there are noticeable di宜'erencesbetween associations F and T in terrns of the 
autonorny of the board， both frorn organizations outside the association and as a group within the 
association. Characteristics of organization， govemance， and strategies by both boards F and T 
entail conditions that rnaintain and continue “independent rnanagernent systerns" of the forrner 
